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平成30年度（2018年度）お客様満足度調査結果 

調査目的 
お客様との主な接点である「窓口」「電話口」における接客サービス等の実態を把握することにより、課題・改善点を
発見し、改善につなげるサービス向上を目指す。 平成30年1月～2月実施。 

調査内容 
①窓口アンケート調査：支部窓口に来訪されたお客様によるアンケート自記入式により実施 
②架電調査：委託先の調査員による架電覆面調査 

調査数 
佐賀支部 窓口アンケート回収数：110 架電調査コール数：30（全国 窓口アンケート回収数：6,291 
架電調査コール数：1,720） 

＜調査概要＞ 

＜調査結果＞ 

調査機関にて佐賀支部の傾向を分析（支部カルテ）。架電調査の「オペレーション」、「説明能力」が前年調査に比べ、特に低下している。 

平成30年度（2018年度）お客様満足度調査結果（支部カルテ）より抜粋 
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＜課題に対する今後の具体的な取組み＞ 

調査結果を全職員が理解し真摯に受け止める契機の場として職員研修を実施する。併せて朝礼・終礼等を通じて、日頃から支部の 
課題・改善事項を共有し、スキル向上への意識醸成に取り組む。 

平成30年度（2018年度）お客様満足度調査結果（支部カルテ）より抜粋 
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平成30年度（2018年度）支部業績評価（平成28年度～試行実施中） 

協会は、協会の設置目的に沿って運営がなされているかについて、毎年度、厚生労働大臣の評価を受けることとなっている。協会全体が設
置目的に沿った運営となるためには、各支部においても、協会の設置目的の実現に向け、事業計画に基づく組織目標を設定し、その達成
に向けて業務を遂行することが求められる。 
そのため、支部の業績を適正に評価し、その結果に基づき業務支援を行う等により、協会全体の業績の向上を図るほか、支部幹部職員
の実績評価の参考とすることにより、支部職員の士気を高めることに繋げていく。 

＜基本的な考え方＞ 

主な評価項目及び平成30年度佐賀支部評価結果 

＜支部業績評価の体系＞ 

部門 
佐賀支部 
結果 

主な項目 
+監査結果等
＝支部評価 

企画総務部門 19位 ジェネリック医薬品使用割合、パイロット事業等の実施件数（全11項目） 

32位 保健部門 17位 健診受診率、特定保健指導実施率、特定保健指導対象者の減少率（全5項目） 

業務部門 43位 債権回収率、診療内容査定率、サービススタンダード（現金給付）（全6項目） 

：インセンティブ評価項目 
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 佐賀支部の保険料率は全国１高く、医療費抑制への対策が必要である。 
そのため、平成28年度から保険料率を0.1％（医療給付費約5億8,000万円） 
下げることを目標に、佐賀支部全職員でプロジェクトに取り組んできた。 

支部職員全員が保険料率や支部事業計画を意識する！ 

○激変緩和措置の解消が進むにつれ料率は年々上昇傾向（令和元年度末で緩和措置は終了） 
○他支部との医療給付費の差は縮まっていない（2位の支部とのかい離は拡大傾向） 
○平成30年度からインセンティブ制度が本格実施（令和2年度から料率反映） 
 ➢平成30年度上期の速報では、佐賀支部は上位支部にランクイン 

※ 激変緩和措置が終了する令和2年度以降の佐賀支部保険料率を低減させるため、債権回収（短期対策）を取 
  り組んできた。⇒28年度実績から都道府県別保険料率に反映されるため、債権回収実績を向上させる。 
※ 令和元年度は、佐賀支部保険料率を低減させる取組として、インセンティブ制度の評価項目の「健診受診率」を 
  向上させる取り組みを行う。 
  ⇒令和2年度から都道府県別保険料率に反映されるため、伸びしろのある家族の特定健診の実施率を向上させる。 

   令和元年度（2019年度）医療費適正化プロジェクト 

＜目的＞ 

＜支部の現状＞ 

今年度は、「がばい健康宣言」の優良企業に認定された事業所を中心にアプローチを行う 
⇒健康経営実践の取り組みとして、社員のみならず、社員の家族（被扶養者）に対しても事業主
から働きかけていただき、健診受診率向上を図る。 
 

＜取組内容＞ 
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  令和元年度（2019年度）佐賀さいこう表彰（健康経営部門） 

佐賀県が健康経営に取り組み、優良企業として認定された事業所の中から、特に他事業所の模範となる優れた事業所を表彰することに
より、健康経営の向上を図ることを目的として、「佐賀さいこう表彰（健康経営部門）」を新設 

＜概要＞ 

＜実施フロー＞ 

平成30年度末（141社）⇒ 

（県に推薦） 

佐賀県資料 
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